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男性看護師における子育てへの関わりの現状と促進要因
-0~12歳の子を持つ男性看護師への調査からー
1目的わが国では少子化などを背景に、男女が
共に充実した家庭生活を送れるよう、子育て支援や仕
事と家庭の両立支援が行われている。男女共同参画基
本法(1999)、子ども・子育て応援プラン(2004)、育児・
介護休業法の改正(201の等により、父親も母親と同様
に子育てに関われる環境づくりが進められている。
一方、看護師の中で男性はわずか6.8%(平成26年
衛生行政報告例)と少数であり、男性看護師の子育て
の関わりの現状は明らかにされていないことが多い。
そこで男性看護師の子育てへの参加の現状と促進要
因を明らかにすることを目的に調査を行った。
U 方法調査期間は平成26年8月~Ⅱ月。対象
は A 市内の男性看護師で 0~12 歳の子を持つ者 154
名である。なお調査票はA市内の33病院に勤務する
男性看護師全員に配布しており配布数脇7、回収数
"フ(回収率 83.2%)、有効回答数"0(98.4%)であった。
調査内容は内閣府の調査Dを参考に属性(勤務状況、
家族構成等)、子育てへの参加状況、配偶者との関係、
育児への考え方、性別役割分担意識(夫は外で働き妻
は家を守るべきとする老え)について自記式無記名質
問紙調査を行った。項目間の関連は Spearmar1の順位
相関分析を行いPく.01 を有意差ありとした。分析に
は SPSS(ver.22)を用いた。
倫理的配慮守秘義務・研究協力者への任意性及び
中断の自由、結果の公表について書面にて説明し同意
を得た。新潟青陵大学倫理審査委員会の承認を得た
(第 2013016 号)。
Ⅲ結果年齢36.2土6.1歳、看護師経験年数は
12.1土6.0年。勤務形態は交替制勤務(91.5%)、主に
日勤(5.2%)、日勤のみ(2.6%)。婚姻状況は既婚
(99.4%)、離別・死別(0.6%)。勤務時間 37.9土4.9
時間/週、超過勤務時間2.5士3.7時間/週だった。
1.子育てへの関わりの現状
D子育てに費やす時間は2.2士1.4時間/日であった。
2)主な子育て担当者(複数回答)は、同居者では多い順
に配偶者(147 人)、本人(65 人)、父母(18 人)、祖父
母(2人)、親族(1人)だった。別居者では父母(81人)、
祖父母(16 人)、親族(6 人)、友人(2 人)となった。
2.子育てへの関わりを促進する要因
1)子育て時間の長さは末子の年齢が低いほど長くな
る傾向があることが明らかになった(r*ー.256)。な
お、子の人数は1人~4人であった。子の人数と育児
キーワード:子育て、男性看護師、性別役割分担意識
時間の相関関係は見られなかった(r*ー.008)。
2)配偶者の就業割合は76.6%だった。子育ての協力
について配偶者からとても期待されている(37.5%)、
期待されている(56.6%)、あまり期待されていない
(5.9%)、期待されていない(0.0%)との結果だった。
3)「子育てに関わることは自分にとって良い影響があ
る」に対し、とてもそう思う(45.5%)、そう思、う
(50.6%)、あまりそう思わない(3.9%)、そう思わな
い(0.0%)であった。
4)性別役割分担意識(夫は外で働き妻は家を守るべ
き)に対しては、とてもそう思、う(6.0%)、そう思、う
(5.3%)、あまり思わない(43.0%)、全くそう思わな
い(45.フ%)であった。これは子育て時間と負の相関
(r・ー.216)を示した。年齢や勤務時間、子ども数、妻
の就業時間との有意な相関関係はみられなかった。
IV考察我が国の男性の子育て時間は、内閣府調
査2)では平均39分/日である。今回の対象者の子育
てに関わる時間は平均2.2時問/日と長く、関わる時
間は子育てを肯定的に捉えることや、配偶者からの期
待によって促進されることが示唆された。また、性別
役割分担意識の肯定割合は、男性看護師が1割程度で
あるが内閣府調査3)では46.5%である。男性看護師
は男女協働意識が高く、性差にとらわれず仕事や育児
に関わる事を肯定的に考えることが明らかになった。
さらに環境要因として共働き率が高いことから、父親
として子育てに関わる必要性が高いことが推察され
た。池田.は「男性においても仕事と家庭生活の両
立が切実な課題」と述べている。自身の希望に沿って
仕事と子育てが両立できるよう支援が望まれる。
V結論男性看護師は子育てに費やす時間が長い
傾向がある。男性看護師の子育てへの関わりの促進要
因として、子の年齢や配偶者との関係、男女協働意識
の高さなどが関連していた。なお本研究はJSPS科
研費若手研究(B)25862126の助成を受けて実施した。
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